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平成２３年度東京都中央卸売市場会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 

１ 審査の対象  中央卸売市場 

 

２ 審査の方法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、中央卸売市場事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証

拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により

審査を実施した。 

また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

 

３ 審査の期間  平成２４年６月１日から同年９月６日まで 
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第２ 審 査 の 結 果 

 

１ 決算諸表について 

審査に付された決算諸表は、中央卸売市場事業の経営成績及び財政状態を、適正に表示してい

るものと認められる。 

 

２ 事業運営について 

平成２３年度における中央卸売市場事業の運営状況を概括すると、全体的に、前年度と比較す

ると、取扱数量及び売上金額とも減少傾向にあった。これは、平成２３年３月に発生した東日本

大震災により、生産地の被災や電力の供給不足などが発生したことから、都民や事業者へ生鮮食

料品等を安定供給するために構築してきた中央卸売市場事業の流通システムにも、様々に影響が

及んだことが、大きな要因となっているものと認められた。 

しかしながら、市場では、自らへの影響を最小限にとどめるとともに、市場業者及び被災産地

の出荷者に対する支援を通じ、被災した農畜水産業の復興支援にも取り組んでおり、これらの結

果、平成２３年度後半の中央卸売市場事業の運営状況を見ると、ほぼ平年並みにまで回復してき

ている。 

平成２３年度における市場の取扱数量及び売上金額は、以下のとおりである。 

取扱数量は、生鮮食料品が２６６万トン、花きが１７億１，３１７万本であり、前年度と比較

すると、生鮮食料品では１万５００トン、花きでは７，４１９万本それぞれ減少している。 

売上金額は、生鮮食料品が１兆５２７億余円、花きが８３４億余円であり、総売上金額が１兆

１，３６２億余円となり、前年度と比較して５５６億余円減少している。 

取扱数量は、被災地からの入荷の減少はあったものの、それ以外の広い地域から順調に集荷さ

れたこともあり、前年度と比較すると、生鮮食料品で０．４％の減少、花きで４．２％の減少に

とどまった。 

収支状況は、総収益１７２億７，４５９万余円に対し、総費用１６９億４，４９６万余円であ

り、差引き３億２，９６２万余円の純利益となっている。 

財政状況は、資産６，７０１億６０５万余円、負債４５億１，７５６万余円及び資本６，６５

５億８，８４９万余円となっている。 

経営状況は、営業損失が継続して生じており、市場は、今後とも、より一層効率的な事業運

営に努める必要がある。 
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第３ 経営状況の概要 

１ 市場における取引の概況について 

中央卸売市場の事業は、卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）に基づき開設された１１市場

で運営されており、市場は、都民の食生活に必要な生鮮食料品等の円滑な流通を確保するため、

市場施設の整備及び維持管理を行っている。 

平成２３年度における卸売業者による取扱部類別取扱数量及び売上金額は、表１のとおりであ

る。 

取扱数量は、生鮮食料品が２６６万トン、花きが１７億１，３１７万本であり、前年度と比較

すると、生鮮食料品では１万５００トン（０．４％）減少し、花きでは７，４１９万本（４．

２％）減少している。 

生鮮食料品の内訳を見ると、以下のとおりである。 

水産物は、５２万３，６８７トンであり、前年度と比較すると、４万１，５８９トン（７．

４％）減少している。 

青果物は、２０５万９，１３５トンであり、前年度と比較すると、２万９，８５８トン（１．

５％）増加している。 

食肉は、８万８７４トンであり、前年度と比較すると、１，２３０トン（１．５％）増加して

いる。 

また、売上金額は、生鮮食料品が１兆５２７億余円、花きが８３４億余円であり、総売上金額は、１兆

１，３６２億余円となり、前年度と比較すると、５５６億余円（４．７％）減少している。 

 

    （表１）卸売業者の取扱部類別取扱数量・売上金額 

平成２３年度 平成２２年度 増（△）減 

取扱数量 売上金額  取扱数量 
(t) 

売上金額 
(千円) 

取扱数量
(t)

売上金額 
(千円) (t) (%) (千円) (%)

水産物 523,687 450,295,460 565,277 464,659,222 △41,589 △7.4 △14,363,762 △ 3.1

青果物 2,059,135 515,520,152 2,029,276 540,665,330 29,858 1.5 △25,145,177 △ 4.7

食 肉 80,874 86,973,122 79,644 97,324,522 1,230 1.5 △10,351,399 △10.6

生 鮮 

食料品 

合 計 

2,663,698 1,052,788,735 2,674,198 1,102,649,075 △10,500 △0.4 △49,860,339 △ 4.5

花 き 
万本 

171,317 
83,428,067 

万本

178,736
89,229,080

万本

△ 7,419
△4.2 △ 5,801,012 △ 6.5

総売上

金 額 
－ 1,136,216,803 － 1,191,878,155 － － △55,661,352 △ 4.7

（注）花きの取扱量は、切葉・切枝・鉢物・苗木・その他について、切花に換算した本数である。 

 



 - 4 -

なお、平成２３年３月に発生した東日本大震災は、農水産物の産地に深刻な影響を及ぼした。

供給面では、被災産地に甚大な被害をもたらしたばかりではなく、福島第一原子力発電所の事故

による風評被害や電力供給不足による計画停電の実施、また、需要面では、消費が低迷し、卸売

価格の下落が見られた。 

特に、被災した地域のうち４県からの入荷量について、平成２３年４月における対前年同月比

を見たところ、表２のとおりであり、水産物のうち鮮魚については、取扱数量が約７８％減少し、

売上金額も約７３％減少している。また、青果物のうち野菜については、取扱数量がほぼ同規模

であったものの、卸売価格の下落の影響により、売上金額が約５１％減少している。 

このため、市場では、各市場の集荷・流通機能の低下による、都民生活への甚大な影響を懸念

し、市場業者及び被災産地出荷者に対して、「災害対策特別貸付け」や「被災地農水産物流通支

援制度」による緊急対策を実施している。 

「災害対策特別貸付け」は、市場の代金決済機能を維持するためのものであり、都が卸売業者

や代払機関に対して、一時的に資金を無利子で貸し付けることとし、平成２３年度は、災害対策

特別貸付金として、総額１５億４，９００万円を貸し付けている。 

また、「被災地農水産物流通支援制度」は、東日本大震災により被害を受けた各県（注）の出

荷者が、東京都中央卸売市場及び都内地方卸売市場に、水産物又は青果物（野菜・果実）を出荷

することを支援するためのものであり、平成２３年度は、総額１２億９，３３７万余円を交付し

ている。 

    （注） 

【水産物】：青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県 

 【青果物】：岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県 

 

（表２）被災４県分・取扱部類別取扱数量・売上金額 

平成２３年４月 平成２２年４月 増（△）減 

取扱数量 売上金額  取扱数量 
(t) 

売上金額 
(千円) 

取扱数量
(t)

売上金額
(千円) (t) (%) (千円)  (%)

鮮  魚 222 206,136 989 757,924 △767 △ 77.6 △  551,787 △72.8

野   菜 19,964 2,997,634 19,990 6,102,840 △ 26 △  0.1 △3,125,205 △51.2

果   実 1,293 618,631 908 532,371 385 42.4 86,259 16.2

切   花 
万本 

256 

 

147,477 

万本

247 173,261

万本

   9

 

3.6 △   25,784 △14.9

（注）被災４県とは、岩手県、宮城県、福島県、茨城県をいう。 
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２ 経営成績について 

平成２３年度における中央卸売市場事業の経営成績は、表３のとおりであり、その詳細は、別

表１「比較損益計算書」のとおりである。 

総収益は、１７２億７，４５９万余円であったのに対して、総費用は、１６９億４，４９６万

余円であり、差引き３億２，９６２万余円の純利益となっている。 

 

   （表３）経営成績比較表                   （単位：千円、％） 

増（△）減      年 度

 

科 目 

平成２３年度

(A) 

平成２２年度

(B) 金  額 
(C)=(A)-(B) 

率 
(C)/(B)×100 

収
益 

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

13,646,271

3,628,324

0

13,925,412

2,620,862

7,397,264

△    279,140 

1,007,462 

△   7,397,264 

△       2.0

38.4

△     100  

総 収 益 17,274,596 23,943,539 △   6,668,943 △      27.9

費
用 

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

15,097,154

1,847,815

0

15,210,716

573,508

2,083,689

△     113,562 

1,274,307 

△   2,083,689 

△       0.7

222.2

△     100  

総 費 用 16,944,969 17,867,913 △     922,944 △       5.2

営業損（△）益 △ 1,450,882 △ 1,285,303 △     165,578 △      12.9

経常損（△）益 329,626 762,049 △     432,423 △      56.7

純損（△）益 329,626 6,075,625 △   5,745,999 △      94.6
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 （１）収益について 

収益は、表４のとおり、総収益１７２億７，４５９万余円であり、その内訳は、営業収益が

１３６億４，６２７万余円、営業外収益が３６億２，８３２万余円である。 

 

（表４）収益比較表                       （単位：千円、％） 

平成２３年度 平成２２年度 増（△）減 年 度 

 

科 目 
金  額 

(A) 
構成比

金  額 

(B) 
構成比

金額 

(C)=(A)-(B) 
率 

(C)/(B)×100

総 収 益 17,274,596 100 23,943,539 100 △  6,668,943 △   27.9

営 業 収 益 13,646,271 79.0 13,925,412 58.2 △    279,140 △    2.0

売上高割使用料 2,890,945 16.7 3,024,524 12.6 △    133,579 △    4.4

施 設 使 用 料 7,980,766 46.2 8,033,920 33.6 △     53,154 △    0.7 

雑 収 益 2,774,559 16.1 2,866,967 12.0 △     92,407 △    3.2

営 業 外 収 益 3,628,324 21.0 2,620,862 10.9 1,007,462 38.4

受 取 利 息 

及 び 配 当 金 
215,884 1.2 457,326 1.9 △    241,441 △   52.8

一般会計補助金 3,002,199 17.4 1,863,782 7.8  1,138,417 61.1

国庫補助金 4,578 0.0         0 0   4,578     - 

 

雑 収 益 405,661 2.3 299,754 1.3 105,907 35.3

 

特 別 利 益         0   0 7,397,264  30.9 △  7,397,264 △  100 

 特 別 利 益   0   0 7,397,264  30.9 △  7,397,264 △  100 

（注１） 売上高割使用料とは、卸売業者等の売上高に一定率を乗じている。 

（注２）施設使用料とは、卸売業者等の使用面積等に施設に応じた単価を乗じている。 

 

営業収益は、１３６億４，６２７万余円であり、前年度（１３９億２，５４１万余円）と比

較して、２億７，９１４万余円（２．０％）減少している。これは、売上高割使用料が１億３，

３５７万余円、雑収益が９，２４０万余円、施設使用料が５，３１５万余円、それぞれ減少し

たことによるものである。 

売上高割使用料を取扱部類別に見ると、表５のとおり、前年度と比較して、全ての部類（水

産物・青果物・食肉・花き）で減少している。 

施設使用料徴収の対象となる面積及び容積は、表６のとおりであり、取扱部類別施設使用料

は、表７のとおりである。 
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（表５）取扱部類別売上高割使用料比較             （単位：千円、％） 

増（△）減     年 度 

 

部 類 

平成２３年度 

(A) 

平成２２年度 

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

水 産 物 1,102,951 1,134,451 △   31,500 △   2.8 

青 果 物 1,381,168 1,448,627 △   67,459 △   4.7 

食 肉 180,557 199,530 △   18,972 △   9.5 

生鮮食料品計 2,664,667 2,782,609 △  117,932 △   4.2 

花 き 206,386 220,449 △   14,063 △   6.4 

そ の 他 19,882 21,466 △    1,583 △   7.4 

合 計 2,890,945 3,024,524 △  133,579 △   4.4 

（注）金額は、卸売業者、仲卸業者の合計である。 

   ただし、「その他」欄は、卸売業者、仲卸業者及び関連事業者の合計である。  

 

（表６）施設使用料徴収対象面積及び容積 

年 度 

種 類 

平成２３年度 

（A） 

平成２２年度 

（B） 

増(△)減 

(C)=(A)-(B) 

売場面積      （㎡） 193,197.5 196,554.9 △   3,357.4

事務室及び売店面積 （㎡） 126,542.3 128,345.5 △   1,803.2

土地面積      （㎡） 29,344.7 29,566.1 △     221.4

車両置場面積    （㎡） 176,784.7 178,153.9 △   1,369.2

冷蔵庫容積     （㎥） 61,059.4 60,336.6 722.8

その他面積     （㎡） 134,594.1 144,286.5 △   9,692.4

（注）面積及び容積は、各年度末（３月３１日）現在の数値である。 

 

（表７）種類別施設使用料比較               （単位：千円、％） 

増（△）減     年 度 

 

種 類 

平成２３年度

(A) 

平成２２年度 

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

売 場 使 用 料 1,863,152 1,880,886 △ 17,734  △   0.9 

事務所及び売店

使 用 料 
3,029,351 3,043,561 △ 14,210  △   0.5 

土 地 使 用 料 246,315 241,845 4,470       1.9 

車両置場使用料 1,107,428 1,078,584 28,844       2.7 

冷凍室・冷蔵庫

使 用 料 
792,449 795,243 △  2,794  △   0.4 

その他使用料 942,068 993,799 △ 51,731  △   5.2 

合 計 7,980,766 8,033,920 △ 53,154  △   0.7 
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営業外収益は、３６億２，８３２万余円であり、前年度（２６億２，０８６万余円）と比較

して、１０億７４６万余円（３８．４％）増加している。 

これは、一般会計補助金が１１億３，８４１万余円、雑収益が１億５９０万余円、それぞれ

増加したものの、受取利息及び配当金が２億４，１４４万余円減少したことなどによるもので

ある。 

受取利息及び配当金の減少は、主に預金利息が減少したことによるものである。  

一般会計補助金は、３０億２１９万余円であり、前年度（１８億６，３７８万余円）と比較

して、１１億３，８４１万円増加している。 

これは、表８のとおり、主に東日本大震災に係る被災地農水産物流通支援金の交付のためで

ある補正予算で１３億２，３０５万余円増加したことによるものである。 

 

（表８）一般会計補助金の内訳比較表                  （単位：千円） 

区  分 平成２３年度 平成２２年度 増（△）減 

業務指導監督等事業費 1,491,032 1,679,669 △   188,636

 管理費 1,367,217 1,545,797 △   178,579

人件費・通勤手当等 1,251,052 1,433,331 △   182,278
 

一般事務費等 116,165 112,466  3,699

業務費 97,477 105,135 △    7,657
 

減価償却費等 26,337 28,737 △     2,399

生鮮食料品流通対策費 186,271 182,814 3,457

企業債利息等 1,064 1,299 △       234

補正予算 1,323,059 0 1,323,059

災害救助法に基づく経費の求償 771 0 771

合  計 3,002,199 1,863,782 1,138,417

  （注） 一般会計補助金とは、市場業務のうち、公正取引の実現等を目的とした業務や生鮮食

料の安定供給等の消費者行政を内容とした事業などの行政的経費について、一般会計か

ら補助するものである。 
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（２）費用について 

費用は、表９のとおり、総費用１６９億４，４９６万余円であり、その内訳は、営業費用が

１５０億９，７１５万余円、営業外費用が１８億４，７８１万余円である。 

 

（表９）費用比較表                        （単位：千円、％） 

平成２３年度 平成２２年度 増（△）減 年 度 

 

科 目 
金  額 

(A) 
構成比

金  額 

(B) 
構成比 

金額 

(C)=(A)-(B) 
率 

(C)/(B)×100

総 費 用 16,944,969 100  17,867,913 100  △  922,944 △  5.2

営 業 費 用 15,097,154 89.1 15,210,716 85.1 △  113,562 △  0.7

管 理 費 9,830,045 58.0 10,059,881 56.3 △  229,835 △ 2.3

給与関係費 3,423,000 20.2 3,819,805 21.4 △  396,805    △ 10.4

物 件 費 5,337,225 31.5 5,296,550 29.6 40,674 0.8

修 繕 費 800,381 4.7 673,921 3.8 126,460 18.8
 

補 助 費 269,437 1.6 269,602 1.5 △      164 △  0.1

業 務 費 103,766 0.6 110,339 0.6 △   6,573 △  6.0

減 価 償 却 費 4,717,169 27.8 4,822,427 27.0 △  105,258 △  2.2

 

資 産 減 耗 費 446,172 2.6 218,067 1.2 228,105 104.6

営 業 外 費 用 1,847,815 10.9 573,508 3.2 1,274,307 222.2

生 鮮 食 料 品 

流 通 対 策 費 
1,503,538 8.9 188,943 1.1 1,314,594 695.8

支払利息及び 

企業債取扱諸費 
292,267 1.7 356,086 2.0 △   63,819 △ 17.9

繰延勘定償却 3,334 0.0 4,710 0.0 △    1,375 △ 29.2

 

雑 支 出 48,675 0.3 23,768 0.1 24,907 104.8

特 別 損 失 0 0 2,083,689 11.7 △2,083,689 △100 

 

 特 別 損 失 0 0 2,083,689 11.7 △2,083,689   △100 

 

営業費用は、１５０億９，７１５万余円であり、前年度（１５２億１，０７１万余円）と比

較して、１億１，３５６万余円（０．７％）減少している。これは主に、管理費が２億２，９

８３万余円減少したことなどによるものである。 

営業外費用は、１８億４，７８１万余円であり、前年度（５億７，３５０万余円）と比較し

て、１２億７，４３０万余円(２２２．２％）増加している。これは主に、東日本大震災に係

る被災地農水産物流通支援金の交付により、生鮮食料品流通対策費が１３億１，４５９万余円



 - 10 -

増加したことによるものである。 

なお、給与費、職員数等については、表１０のとおりである。 

 

（表１０）給与費明細表                    （単位：千円） 

 平成２３年度 平成２２年度 増（△）減 

給 料 1,458,685 1,464,920 △    6,235 

手 当 1,224,212 1,234,854 △    10,642 

法 定 福 利 費 518,033 517,908 125 

計 3,200,931 3,217,683 △    16,752 

職 員 数      ３７０人           ３６４人     ６人 

平 均 年 齢        ４６歳８月        ４７歳１月 △    ５月 

職員１人当たり

給 与 費
    7,212 千円         7,384 千円 △  172 千円 

（注）１  職員数及び平均年齢とは、各年度末現在の数値である。 

２  職員１人当たり給与費の算出には、法定福利費を含まない。 

 

事業の収益性を示す経営比率は、表１１のとおりであり、純損益の推移は、表１２のとおり

である。 

 

（表１１）経営比率表                          （単位：％） 

年度 

項目 
平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 算 式 

経 営 資 本 

営業利益率 
△  0.3 △  0.4 △   0.3   △   0.2   △   0.3 

営業利益

経営資本

営 業 収 益 

営業利益率 
△  10.1 △ 13.5 △  10.1 △   9.2 △  10.6 

営業利益

営業収益

総 費 用 対 

総収益比率 
121.0 87.1 83.6 74.6 98.1 

総 費 用

総 収 益

      

（表１２）純損益の推移                      （単位：百万円） 

年度 

区分 
平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

営業損（△）益 △ 1,442 △ 1,911  △ 1,419 △ 1,285    △ 1,450 

経常損（△）益 185 848 757 762 329

純 損（△）益 △3,805 2,486 3,133 6,075 329
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３ 財政状態について 

（１）資本的収支について 

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１３のとおりである。 

当年度における資本的収入は、４億１，４４９万余円であり、前年度（７１２億４５８万余

円）と比較して、７０７億９，００９万余円減少している。 

これは、当年度に企業債起債対象事業がなかったこと、その他資本収入が１０７億２，１２

９万余円減少したことなどによるものである。 

その他資本収入の減少については、前年度に、土壌汚染対策費用負担金及び旧松原分場跡地

有償所管換分の収入があったものの、当年度の主な収入が環状２号線整備事業に係る築地市場

の建物移転補償金（１億９，８５６万余円）などと、収入の額が少なかったことによるもので

ある。 

資本的支出は、９５億５，７５８万余円であり、前年度（１，２１３億３，２７３万余円）

と比較して、１，１１７億７，５１５万余円減少している。 

これは、投資については、東日本大震災に係る災害対策特別貸付金の貸付により、１５億４，

９００万円増加したものの、建設改良費については、豊洲新市場用地取得費に係る支出が、前

年度と比較して、１，１２７億３，１２８万余円減少したことなどによるものである。 

資金収支の状況を見ると、表１４のとおり、資本的収支不足額は、７１億６，４１３万余円

となっている。これに、収益的収支資金剰余額５５億９，２５８万余円を補塡して、１５億７，

１５５万余円の資金不足となっている。 

なお、当年度末における資金残高は、表１５のとおりである。 

 

（表１３）資本的収支比較表                   （単位：千円） 

項    目 平成２３年度 平成２２年度 増（△）減 

資本的収入 414,490 71,204,581 △ 70,790,090

企業債収入 0 60,000,000 △ 60,000,000

国庫補助金収入 0 68,793 △     68,793 

その他資本収入 414,490 11,135,787 △ 10,721,296

資本的支出 9,557,580 121,332,734 △111,775,154

建設改良費 5,573,805 118,305,088 △112,731,282

企業債償還金 2,434,774 3,027,646 △    592,871 

投資 1,549,000 0 1,549,000

資本的収支 △9,143,089 △50,128,153 △ 40,985,063
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（表１４）資金収支表                         （単位：千円） 

支   出 収   入 

項   目 金  額 項   目 金  額 

資本的支出      (Ａ) 9,557,580 資本的収入      (Ｂ) 414,490

翌年度繰越工事資金  (Ｃ) 1,701,904 前年度繰越工事資金  (Ｄ) 3,680,857

計 (Ｅ)＝(Ａ)＋(Ｃ) 11,259,484 計 (Ｆ)＝(Ｂ)＋(Ｄ) 4,095,347

 
資本的収支不足額 

(Ｇ)＝(Ｅ)－(Ｆ) 
7,164,136

 （補塡財源内訳） 

 当期純利益 

損益勘定留保資金 

（減価償却費） 

（固定資産除却費等） 

（企業債発行差金償却） 

消費税資本的収支調整額 

329,626

5,150,437

4,717,169

429,933

3,334

112,515

 計    (Ｈ) 5,592,580

収益的収支資金剰余額 

(Ｉ)＝(Ｈ) 
5,592,580  

 当年度資金不足額 

(Ｊ)＝(Ｇ)－(Ｉ) 
1,571,556

合 計       (Ｅ)  11,259,484 合 計  (Ｆ)＋(Ｈ)＋(Ｊ) 11,259,484

 

（表１５）年度末資金残高表                      （単位：千円） 

区     分 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

流動資産（Ａ） 170,959,989 168,505,251 169,911,767 189,422,223 129,948,742

流動負債（Ｂ） 5,578,114 5,171,859 4,002,235 60,241,460 4,318,488

年度末資金残高

（Ａ－Ｂ） 
165,381,875 163,333,392 165,909,531 129,180,763 125,630,253
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（２）資産及び負債・資本について 

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２「比較貸借対照表」のとおりである。 

資産総額は、６，７０１億６０５万余円であり、前年度（７，２７７億４，８８０万余円）

と比較して、５７６億４，２７５万余円（７．９％）減少している。これは、主に、前払金が

５８億３，３１１万余円、貸付金が１３億３，４６１万余円増加したものの、現金及び預金が

５４２億９，９０６万余円減少したことなどによるものである。 

前払金の増加は、主に豊洲新市場汚染対策工事によるものである。 

貸付金の増加は、東日本大震災に係る災害対策特別貸付金の貸付によるものである。 

現金預金の減少は、主に前年度に取得した豊洲新市場用地にかかる未払金の支払いによるも

のである。 

負債総額は、４５億１，７５６万余円であり、前年度（６０４億４，０５３万余円）と比較

して、５５９億２，２９７万余円減少している。これは、主に、豊洲新市場用地取得に係る未

払金（５５９億５，４０６万余円）ほか建設改良費未払金が５６９億７，７４３万余円減少し

たことによるものである。 

資本総額は、６，６５５億８，８４９万余円であり、前年度（６，６７３億８２７万余円）

と比較して、１７億１，９７７万余円減少している。これは、主に、築地市場において仮設桟

橋等を受け入れたことによる受贈財産評価額が３億９，９５３万余円及び環状第２号線にかか

る建物移転による補償金が１億９，８５６万余円増加したものの、企業債が償還により２４億

３，４７７万余円減少したことなどによるものである。 

次に、当年度における企業債及び支払利息等の状況は、表１６のとおりである。 

企業債の未償還残高は、１，０５３億９，８００万円であり、前年度（１，０７８億３，２

７７万余円）と比較して、２４億３，４７７万余円減少している。 

また、支払利息等は、１６億１，４５６万余円であり、前年度（８億９，５５１万余円）と

比較して、７億１，９０５万余円増加している。 
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（表１６）企業債及び支払利息等の状況                 （単位：千円） 

平成２３年度 
区  分 

平成２３年度末

残 高  (A) 増 加 減 少 

平成２２年度末

残 高 (B) 

増(△)減 

(A)-(B) 

企 業 債 105,398,000 0 2,434,774 107,832,774 △  2,434,774 

区  分 平成２３年度支払額 (C) 平成２２年度支払額 (D) 
増(△)減 

(C)-(D) 

企業債利息 1,613,798 894,704  719,093 

企業債取扱

諸   費
770 813 △       42 

支

払 

利

息

等 

計 1,614,569 895,518     719,050 

     

以上の財政状態について、財務比率の推移で見ると、表１７のとおりである。 

    流動比率は、別表２「比較貸借対照表」のとおり、流動資産のうち現金及び預金が１，２１

８億余円あるために高くなってはいるが、これは、豊洲新市場の整備事業に備えた資金が必要

なため、手元流動性を高く保つようにしているためである。 

 

（表１７）財務比率の推移                        （単位：％） 

年度 

項目 
平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 算 式 

流 動 比 率 3,064.8 3,258.1 4,245.4 314.4 3,009.1
流動資産

流動負債

自 己 資 本 

構 成 比 率 
89.6 90.3 90.8 76.9 83.6

自己資本

総 資 本

固 定 長 期 

適 合 率 
72.2 72.4 72.1 80.7 81.2

固定資産

長期資本

（注）１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金 

２ 長期資本＝資本金＋剰余金 
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４ 建設改良事業について 

市場では、平成２４年１月に第９次東京都卸売市場整備計画（計画期間：平成２３年度～平成

２７年度）を策定し、各市場の整備を行っているところである。 

平成２３年度における建設改良事業の執行状況は、表１８のとおり、予算額１１０億８，８０

８万余円に対し、執行額５５億７，３８０万余円と、執行率が５０．３％となっている。 

なお、１７億１９０万余円（１５．４％）については、翌年度への繰越額としている。 

 

（表１８）建設改良事業執行状況                （単位：千円、％） 

 
予算額 

(A) 

執行額 

(B) 

執行率 

(B)/(A)

翌年度への 

繰越額 (C) 

不用額 

(A)-(B)-(C)

建設改良事業 11,088,082 5,573,805 50.3 1,701,904 3,812,372

施設拡張事業 8,406,151 3,824,757 45.5 1,701,904 2,879,489

施設改良事業 931,566 421,264 45.2 0 510,301

資 産購入費 11,700 5,458 46.7 0 6,241

 

建 設 利 息 1,738,665 1,322,325 76.1 0 416,339

 

（１）施設拡張事業について 

施設拡張事業は、予算額が８４億６１５万余円であるのに対し、執行額が３８億２，４７５

万余円と、執行率は４５．５％となっている。 

なお、１７億１９０万余円（２０．３％）については、翌年度への繰越額としている。 

執行した事業のうち、主なものは、豊洲新市場用地の取得（１８億６，０２１万余円）、食

肉市場棟増改修工事ほか８件（１０億８，９３３万余円）及び食肉市場特高受変電設備更新工

事ほか１件（２億３，６７４万余円）である。 

なお、翌年度へ繰り越した事業は、豊洲新市場土壌汚染対策工事３件（１０億４，１９７万

９千円）及び淀橋市場リニューアル事業経費６億５，９９２万５千円である。 

（２）施設改良事業について 

施設改良事業は、予算額が９億３，１５６万余円に対し、執行額が４億２，１２６万余円と、

執行率は４５．２％となっている。 

執行した事業のうち、主なものは、大田市場照明設備改良工事ほか６件（３億３，９３９万

余円）及び築地市場特高変電室蓄電池取替工事ほか２件（３，４４６万余円）である。 

 



（別表１）比較損益計算書
（単位：円、％）

平成２３年度 平成２２年度
金     額 金     額 金     額 率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

13,646,271,784      13,925,412,615      279,140,831  △     2.0  △    

売 上 高 割 使 用 料 2,890,945,400       3,024,524,679       133,579,279  △     4.4  △    

施 設 使 用 料 7,980,766,536       8,033,920,852       53,154,316  △      0.7  △    

雑 収 益 2,774,559,848       2,866,967,084       92,407,236  △      3.2  △    

15,097,154,238      15,210,716,564      113,562,326  △     0.7  △    

管 理 費 9,830,045,838       10,059,881,462      229,835,624  △     2.3  △    

業 務 費 103,766,562         110,339,926         6,573,364  △       6.0  △    

減 価 償 却 費 4,717,169,459       4,822,427,880       105,258,421  △     2.2  △    

資 産 減 耗 費 446,172,379         218,067,296         228,105,083         104.6      

1,450,882,454       1,285,303,949       165,578,505         12.9       

3,628,324,326       2,620,862,147       1,007,462,179       38.4       

受 取 利 息 及 び
配 当 金

215,884,608         457,326,135         241,441,527  △     52.8  △   

一 般 会 計 補 助 金 3,002,199,953       1,863,782,000       1,138,417,953       61.1       

国 庫 支 出 金 4,578,000           0                   4,578,000           －

雑 収 益 405,661,765         299,754,012         105,907,753         35.3       

1,847,815,557       573,508,262         1,274,307,295       222.2      

生 鮮 食 料 品
流 通 対 策 費

1,503,538,047       188,943,169         1,314,594,878       695.8      

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

292,267,035         356,086,592         63,819,557  △      17.9  △   

繰 延 勘 定 償 却 3,334,640           4,710,040           1,375,400  △       29.2  △   

雑 支 出 48,675,835          23,768,461          24,907,374          104.8      

329,626,315         762,049,936         432,423,621  △     56.7  △   

0                   7,397,264,613       7,397,264,613  △   100     △  

特 別 利 益 0                   7,397,264,613       7,397,264,613  △   100     △  

0                   2,083,689,081       2,083,689,081  △   100     △  

特 別 損 失 0                   2,083,689,081       2,083,689,081  △   100     △  

329,626,315         6,075,625,468       5,745,999,153  △   94.6  △   

6,831,399,271       12,907,024,739      6,075,625,468  △   47.1  △   

6,501,772,956       6,831,399,271       329,626,315  △     4.8  △    

増（△）減
科　　目

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

当年度未処理欠損金

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益
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（別表２）比較貸借対照表
（単位：円、％）

金     額 金     額 金     額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

540,146,340,647   80.6 538,312,275,435   74.0 1,834,065,212         0.3          

538,480,732,621   80.4 537,981,086,316   73.9 499,646,305           0.1          

土 地 188,071,257,537   28.1 188,071,257,537   25.8 0                     0

立 木 722,756,553       0.1 722,756,553       0.1 0                     0

建 物 118,391,098,736   17.7 119,846,667,562   16.5 1,455,568,826  △     1.2  △      

構 築 物 16,978,845,580    2.5 16,924,580,340    2.3 54,265,240            0.3          

機 械 及 び 装 置 21,991,204,430    3.3 21,859,486,967    3.0 131,717,463           0.6          

車 両 運 搬 具 3,714,063         0.0 4,072,828         0.0 358,765  △           8.8  △      

工具器具及び備品 51,028,671        0.0 52,844,014        0.0 1,815,343  △         3.4  △      

建 設 仮 勘 定 192,270,827,051   28.7 190,499,420,515   26.2 1,771,406,536         0.9          

7,210,826         0.0 7,410,319         0.0 199,493  △           2.7  △      

施 設 利 用 権 710,755           0.0 910,248           0.0 199,493  △           21.9  △     

電 話 加 入 権 6,500,071         0.0 6,500,071         0.0 0                     0

1,658,397,200     0.2 323,778,800       0.0 1,334,618,400         412.2        

投 資 有 価 証 券 300,000,000       0.0 300,000,000       0.0 0                     0

出 資 金 6,000,000         0.0 6,000,000         0.0 0                     0

貸 付 金 1,352,397,200     0.2 17,778,800        0.0 1,334,618,400         －

129,948,742,135   19.4 189,422,223,486   26.0 59,473,481,351  △    31.4  △     

121,859,525,373   18.2 176,158,594,116   24.2 54,299,068,743  △    30.8  △     

預 金 121,859,525,373   18.2 176,158,594,116   24.2 54,299,068,743  △    30.8  △     

1,950,716,762     0.3 12,940,247,370    1.8 10,989,530,608  △    84.9  △     

営 業 未 収 金 119,669,687       0.0 99,132,742        0.0 20,536,945            20.7         

営 業 外 未 収 金 1,612,736,230     0.2 315,945,453       0.0 1,296,790,777         410.4        

そ の 他 未 収 金 218,310,845       0.0 12,525,169,175    1.7 12,306,858,330  △    98.3  △     

6,136,500,000     0.9 303,382,000       0.0 5,833,118,000         －

前 払 金 6,136,500,000     0.9 303,382,000       0.0 5,833,118,000         －

2,000,000         0.0 20,000,000        0.0 18,000,000  △        90.0  △     

保 管 有 価 証 券 2,000,000         0.0 20,000,000        0.0 18,000,000  △        90.0  △     

10,975,460        0.0 14,310,100        0.0 3,334,640  △         23.3  △     

10,975,460        0.0 14,310,100        0.0 3,334,640  △         23.3  △     

670,106,058,242   100 727,748,809,021   100 57,642,750,779  △    7.9  △      

前 払 金

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、平成２３年度94,456,077,491円、平成２２年度90,329,147,950円である。

資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 勘 定

企 業 債 発 行 差 金

増（△）減平成２３年度 平成２２年度

構成比 構成比
科　　目

無 形 固 定 資 産

投 資

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

未 収 金
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（別表２）比較貸借対照表
（単位：円、％）

金     額 金     額 金     額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

199,078,248       0.0 199,078,248       0.0 0                           O

199,078,248       0.0 199,078,248       0.0 0                           O

預 り 保 証 金 199,078,248       0.0 199,078,248       0.0 0                           O

4,318,488,274     0.6 60,241,460,429    8.3 55,922,972,155  △  92.8  △   

2,778,219,708     0.4 58,876,887,636    8.1 56,098,667,928  △  95.3  △   

営 業 未 払 金 1,019,415,940     0.2 1,385,159,273     0.2 365,743,333  △     26.4  △   

営 業 外 未 払 金 1,386,082,520     0.2 148,507,783       0.0 1,237,574,737       833.3      

建設改良費未払金 365,746,519       0.1 57,343,176,976    7.9 56,977,430,457  △  99.4  △   

そ の 他 未 払 金 6,974,729         0.0 43,604            0.0 6,931,125           －

76,781,400        0.0 119,661,800       0.0 42,880,400  △      35.8  △   

未 払 消 費 税 76,781,400        0.0 119,661,800       0.0 42,880,400  △      35.8  △   

235,321,523       0.0 7,606,097         0.0 227,715,426         －

営 業 前 受 金 121,705           0.0 121,705           0.0 0                   0

営 業 外 前 受 金 59,982,818        0.0 7,484,392         0.0 52,498,426          701.4      

そ の 他 前 受 金 175,217,000       0.0 0                 0 175,217,000         －

1,228,165,643     0.2 1,237,304,896     0.2 9,139,253  △       0.7  △    

預 り 保 証 金 1,228,165,643     0.2 1,237,304,896     0.2 9,139,253  △       0.7  △    

4,517,566,522     0.7 60,440,538,677    8.3 55,922,972,155  △  92.5  △   

513,327,225,296   76.6 510,500,819,694   70.1 2,826,405,602       0.6        

407,929,225,296   60.9 402,668,044,967   55.3 5,261,180,329       1.3        

固 有 資 本 金 2,180,981,776     0.3 2,180,981,776     0.3 0                   0

繰 入 資 本 金 24,922,254,586    3.7 24,922,254,586    3.4 0                   0

組 入 資 本 金 380,825,988,934   56.8 375,564,808,605   51.6 5,261,180,329       1.4        

105,398,000,000   15.7 107,832,774,727   14.8 2,434,774,727  △   2.3  △    

企 業 債 105,398,000,000   15.7 107,832,774,727   14.8 2,434,774,727  △   2.3  △    

152,261,266,424   22.7 156,807,450,650   21.5 4,546,184,226  △   2.9  △    

57,464,834,904    8.6 57,079,465,116    7.8 385,369,788         0.7        

受 贈 財 産 評 価 額 5,981,108,471     0.9 5,581,572,688     0.8 399,535,783         7.2        

国 庫 補 助 金 40,958,805,743    6.1 41,173,080,778    5.7 214,275,035  △     0.5  △    

補 償 金 208,562,065       0.0 9,999,150         0.0 198,562,915         －

その他資本剰余金 10,316,358,625    1.5 10,314,812,500    1.4 1,546,125           0.0        

94,796,431,520    14.1 99,727,985,534    13.7 4,931,554,014  △   4.9  △    

建 設 改 良 積 立 金 97,455,454,336    14.5 102,716,634,665   14.1 5,261,180,329  △   5.1  △    

貸 付 資 金 積 立 金 3,842,750,140     0.6 3,842,750,140     0.5 0                   0

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

6,501,772,956     1.0 6,831,399,271     0.9 329,626,315  △     4.8  △    

665,588,491,720   99.3 667,308,270,344   91.7 1,719,778,624  △   0.3  △    

670,106,058,242   100 727,748,809,021   100 57,642,750,779  △  7.9  △    

固 定 負 債

そ の 他 固 定 負 債

前 受 金

資 本 金

負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

預 り 金

未 払 消 費 税

科　　目
増（△）減平成２３年度 平成２２年度

構成比 構成比

負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

利 益 剰 余 金
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